
さいたま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、保育士のための宿舎借り上げを支援することにより、保育士の確保、

定着及び離職防止を図るため、予算の範囲内において、保育士宿舎借り上げ支援事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付することについて、さいたま市補助金等交付規則（平

成１３年さいたま市規則第５９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この要綱において「保育所等」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３

９条第１項に規定する保育所（同法第３５条第４項の規定により認可を受けた施設に限

る。）、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園並びに児童福祉法第６条の３第

９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定する小規模保育事業及び同条第１２

項に規定する事業所内保育事業（以下「地域型保育事業等」という。）を行う事業所であっ

て、市内に所在する施設をいう。 

（補助金交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、保育所等を経営する者であ

って、宿舎（第５条に規定する宿舎をいう。以下この条及び次条において同じ。）を借り上

げ、当該補助対象者が雇用する保育士（以下「補助対象保育士」という。）を宿舎に居住さ

せているものとする。 
（補助対象保育士の要件） 

第４条 補助対象保育士は、保育所等に勤務する保育士であって宿舎に入居している者のう

ち、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 
⑴ 保育所等に採用された日が属する会計年度から起算して、７年目の会計年度末までの

者 
⑵ １日６時間以上かつ月２０日以上常態的に勤務する者 
⑶ 令和２年度に補助金の交付決定の対象となった補助対象保育士であって、令和５年度

に保育所等に採用された日が属する会計年度から起算して１０年目となる場合、令和５

年度に限り補助対象保育士とすることができる。 
⑷ 令和３年度に補助金の交付決定の対象となった補助対象保育士であって、令和５年度

に保育所等に採用された日が属する会計年度から起算して９年目となる場合、令和５年

度に限り補助対象保育士とすることができる。 
⑸ 令和４年度に補助金の交付決定の対象となった補助対象保育士であって、令和５年度

に保育所等に採用された日が属する会計年度から起算して８年目となる場合、令和５年

度に限り補助対象保育士とすることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は、補助対象保育士としないものとす

る。 
⑴ 第１０条に基づく補助金の交付決定の対象となった補助対象保育士が、当該交付決定

を受けた際の宿舎を、特段の事情無く転居した場合 
⑵ 事業実施者から、住居手当等を支給されている場合 
（補助対象施設の要件） 

第５条 補助対象施設は、補助対象保育士を居住させるため補助対象者が借り上げている居



住用の市内の家屋（以下「宿舎」という。）とする。ただし、補助対象者及びその利害関係

者が所有する施設は、対象とならない。 
（補助対象経費） 

第６条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、宿舎の借り上げにかか

る費用のうち、賃借料及び共益費（管理費）とする。 
２ 補助対象者が補助対象保育士から賃借料等を徴収している場合は、補助対象経費から当

該賃借料等の額を控除するものとする。 
（補助金交付対象の宿舎の戸数） 

第７条 補助金交付対象の宿舎の戸数は、１年度につき補助対象者が経営する保育所等の施

設数に３を乗じて算出した戸数までとする。 
２ 前項の規定により算出した補助金交付対象の宿舎の戸数には、補助対象者が、補助金交

付申請日の属する会計年度に市外から新規採用した補助対象保育士（以下「市外新規採用

保育士」という。）の数を加えることができる。 
３ 前項の規定により加えた補助金交付対象の宿舎の戸数は、当該市外新規採用保育士が翌

年度以降も引き続き補助金の交付決定の対象となった場合に限り、翌年度以降も補助金交

付対象の宿舎の戸数に加えることができる。 
４ 地域型保育事業等により保育の提供を受けていた利用乳幼児を、当該保育の提供の終了

に際して、引き続き施設で受け入れて保育の提供ができるよう、さいたま市家庭的保育事

業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さいたま市条例第５５号）第６条第

１項第３号に規定する連携協力を行う補助対象者間の補助金交付対象の宿舎の戸数は、連

携協力を行う補助対象者間で合意の上、一方の補助対象者が減じた補助金交付対象の宿舎

の戸数と同数を他方の補助金交付対象の宿舎の戸数に加えることができる。 
（補助金の算定基準） 

第８条 市長は、別表に定める基準額により算出した額を補助対象者に補助するものとする。 
２ 前項の規定により算出した補助金額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数

は切り捨てるものとする。 
（交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする事業実施者（以下「補助事業者」という。）は、さい

たま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付

して、市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合で、補助事業の目的及び当該申請に

係る書類の内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、補助事業者に対し、さいたま

市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するもの

とする。 
２ 市長は、前条の規定による申請を受けた場合で、補助事業の目的及び当該申請に係る書

類の内容を審査し、適正と認められないときは、補助事業者に対し、さいたま市保育士宿

舎借り上げ支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 
（補助事業の変更等） 

第１１条 補助事業者は、交付決定後に、申請内容に変更が生じた場合には、速やかにさい

たま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金変更交付申請書（様式第４号）により変更申請

を行わなければならない。 



（変更承認） 

第１２条 市長は、前条の規定による変更申請を受けた場合は、補助事業の変更の目的及び

当該申請に係る書類の内容を審査し、適切であると認めたときは、補助事業者に対し、さ

いたま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金変更承認通知書（様式第５号）により通知す

るものとする。 

（状況報告） 

第１３条 補助事業者は、市長から補助事業の遂行状況について報告の要求があったときは、

速やかに報告しなければならない。 

（実績報告） 
第１４条 補助事業者は、補助事業の完了後速やかに、さいたま市保育士宿舎借り上げ支援

事業補助金実績報告書（様式第６号）に必要な書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。 

（交付確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告を受けた場合で、当該実績報告に係る書類の

内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助事業者に対し、さいたま市

保育士宿舎借り上げ支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

（補助金交付の請求） 

第１６条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、速やかにさいたま市保育士宿

舎借り上げ支援事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出するものとする。 
（四半期払） 

第１７条 市長が補助事業の遂行のため必要と認める場合で、各四半期終了後７日以内に前

条に定める請求書及び住民票、給与明細書、物件借り上げに係る経費の領収書等が提出さ

れ、事業実施内容が確認されたときは、事業完了前に補助金の全部又は一部を交付するこ

とができる。 

（書類の整備等） 
第１８条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を

整備し、補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間保管しておかなけ

ればならない。 
（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

（この要綱の効力） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、さいたま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付

要綱（平成２８年１月２１日決裁）の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱

の相当規定によりなされたものとみなす。 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年２月９日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日までに、この要綱による改正前のさいたま市保育士宿舎借り

上げ支援事業補助金交付要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱による

改正後のさいたま市保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱の相当規定によりなされ

たものとみなす。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月２０日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年１月２８日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１８日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年１月２８日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、令和４年７月１３日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和５年６月２６日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

 

別表（第８条関係） 

補助対象経費 算定基準（千円未満切捨て） 

賃借料 
共益費（管理費） 

 

⑴ 申請日が属する会計年度に開設された保育所等 
補助対象経費の７／８ 
（月額６万３千円を上限とする。） 

⑵ ⑴以外の保育所等 
補助対象経費の１３／１６ 
（月額５万８千円を上限とする。） 
ただし、以下のいずれかの要件を満たさない保育所

等の２戸目以降は、補助対象経費の３／４とする。（月

額５万４千円を上限とする。） 
① 「施設型給付費等に係る処遇改善等加算につい

て」（平成 27 年 3 月 31 日付け三府省連名通知）に定

めるキャリアパス要件を満たしていること（当該年



度に同通知に基づきキャリアパス要件届出書又は処

遇改善等加算Ⅱの加算認定申請書を提出する施設を

含む） 
② その他、市が①と同様であると認める場合 

⑶ 令和２年度から引き続き令和３年度及び令和４年度

において補助金の交付決定の対象となった補助対象保

育士であって、令和５年度も引き続き補助対象保育士

となった者が、令和２年度と同じ宿舎に入居している

場合には、令和２年度の算定基準を適用することがで

きる。 
※ 居住した日数が１月に満たない場合の補助対象経費の額は、賃貸借契約上の月額を補

助対象期間に含まれる日数で日割り計算した額又は当該月に補助対象者が実際に支払っ

た経費の額のいずれか低い額とする。 
 


